
 【資料１－１】 

公立大学法人新潟県立大学第３期中期目標の変更について 

 

１ 第３期中期目標（令和３年度～令和８年度）について 

中期目標は、地方独立行政法人法に基づき、設立団体である県が公立大学法人新潟県立大学

に指示する目標である。第３期中期目標については、令和２年 10 月に評価委員会の審議を経

て、12月議会定例会による議決済み。同月に県から法人へ指示。 

また、令和５年４月に大学院健康栄養学研究科及び北東アジア研究所が開設することに伴い、

令和４年12月に評価委員会の審議、２月議会定例会の議決を経て中期目標を変更。令和５年３

月に県から法人へ指示。 

 

２ 第３期中期目標の変更理由 

主に令和７年４月に国際経済学部にデータサイエンス経済コースを開設することに伴い、変

更するもの。 

地方独立行政法人法の規定に基づき、中期目標の変更にあたっては、あらかじめ評価委員会

の意見を聴く必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

３ スケジュール 

時 期 内 容 対応者等 

11月26日(火) ・中期目標変更案に関する意見書提出 県立大 ⇒ 大私課 

11月下旬 ◆中期目標の変更案に対する事前確認・意見照会 大私課 ⇒ 各委員へ 

～12月６日(金) ◆委員による意見の提出 全委員 ⇒ 大私課 

12月25日(水) 

14時～（Web） 

◆第２回県立大学部会 

・第３期中期目標変更案の審議 

全委員 

県立大、大私課 

２月 ・２月議会へ提出 大私課 

３月 ・議会議決（中期目標） 大私課 

 

第25条第３項 

設立団体の長は、中期目標を定め、又はこれを変更しようとするときは、あらかじめ、評価委員会の意見を聴くと

ともに、議会の議決を経なければならない。 

第78条第４項 

 設立団体の長は、公立大学法人に係る中期計画について、第二十六条第一項の認可をしようとするときは、あらか

じめ、評価委員会の意見を聴かなければならない。 


